別表（第２条関係）

	補助事業名
	マルチワーク組合支援事業

	補助事業の目的
	多自然地域へのさらなる移住・定住を推進するため、新たな働き方を確立することにより、年間を通じた安定的な雇用環境や一定の給与水準を創出する「地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律」（令和2年6月4日施行）に基づく「特定地域づくり事業協同組合」の設立を支援し、地域の担い手確保および地域経済の活性化を推進する。また、設立済み組合の独自事業の立ち上げを支援し、地域づくり人材の継続的な確保とその活躍の推進による更なる地域活性化を目指す。

	補助事業の
対象となる者
	①　構想検討支援：兵庫県特定地域づくり事業協同組合の認定等に関する事務取扱要領第３条（１）ア～ウに該当する地域を有する市町
②　設立支援：①に同じ
③　独自事業立ち上げ支援：組合認定日から１年以上が経過している特定地域づくり事業協同組合の独自事業の立ち上げを支援する市町

	補助事業の
対象となる経費
	①　構想検討支援：事業者の人材不足等の状況把握、季節別の仕事の組み合わせなどから、組合設立の可能性検討や説明会等の啓発に要する経費。
②　設立支援：市町が主導的に設立する特定地域づくり事業協同組合設立に要する経費。ただし、派遣法財産的基礎に要する経費、設立認定後の組合運営経費等に要する経費は対象外とする。
③　独自事業立ち上げ支援：組合の独自事業立ち上げや組合活動広報ツール等作成に要する経費。ただし、国の特定地域づくり事業推進交付金の対象となる経費、SNSページやHPなどの経常的な運営に要する経費は対象外とする。

	補助率
	①　構想検討支援：１／２以内
②　設立支援：１／４以内
③　独自事業立ち上げ支援：１／４以内

	補助金の額
	1 構想検討支援：予算の範囲内で知事が必要と認めた額で５００千円以内（千円未満の端数切り捨て）とする。
2 設立支援：予算の範囲内で知事が必要と認めた額で５００千円以内（千円未満の端数切り捨て）とする。ただし、組合自主財源及び特別交付税措置対象相当（３,９００千円）は控除する。
3 独自事業立ち上げ支援：予算の範囲内で知事が必要と認めた額で２５０千円以内（千円未満の端数切り捨て）とする。

	適用除外する条項
	－

	その他の事項
	－


別に定める事項

	関係条項
	内　　　　　容

	第３条
	（添付書類）

①　マルチワーク組合支援事業計画書・変更計画書（別紙様式１）
②　事業実施主体へ補助する市町の要綱又はこれに準ずるもの

	
	（指定期日）

指定する期日

	第７条第１項
	（指定期日）

　変更することが決まった後速やかに

	
	（添付書類） 

マルチワーク組合支援事業計画書・変更計画書（別紙様式１）
 ※変更前と変更後の内容がわかるよう見え消しで作成すること

	
	（軽微な経費配分の変更）

補助事業の目的及び補助事業の効果に影響を与えない範囲の変更で、かつ補助金額に変更を生じないもの

	
	（軽微な事業内容の変更）

補助の目的及び補助事業の効果に影響を与えない範囲で細部を変更する場合

	第９条第１項
	（報告事項）

必要が生じた場合に別途通知する

	第１１条
	（添付書類）

①　マルチワーク組合支援事業報告書（別紙様式２）

②　領収書一覧表並びに補助対象事業に要した経費の領収書（写）及び契約書（写）もしくはそれに準ずる書類
③　財産管理台帳（写）※該当財産がある場合

	
	（指定期日）

事業完了後３０日を経過した日、又は当該事業の完了した日の属する年度の末日のいずれか早い日

	第１９条第１項
	（処分制限期間）
減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）の規定に準ずる


（別紙様式１）
マルチワーク組合支援事業計画書・変更計画書（変更第　回）
１　事業種別
　　（構想検討支援　・　設立支援　・　独自事業立ち上げ支援）
２　事業目的
３　事業内容
４　活動（予定）区域
５　活動スケジュール
	実施時期
	活動内容

	R○年○～○月
	

	R○年○～○月
	

	R○年○～○月
	

	R○年○～○月
	


※概ね四半期毎のスケジュールを記入すること。
６　事業内容及び経費配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）
	取組項目
	経費区分
	総事業費
(A)
	補助
対象経費
(B)
	負担区分
	積算
基礎

	
	
	
	
	県
(C)
	市町
(D)
	組合
(E)
	その他
(F)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	別記

	
	
	
	
	
	
	
	
	別記

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　県負担額（C）：千円未満の端数がある場合は、切り捨てること。
※２　経費積算書を添付すること
（別記）
経費積算書
	取組項目
	実施内容（日程、場所、内容など）
	積算根拠

	
	
	

	
	
	

	
	
	


７　組合概要【設立支援事業・独自事業立ち上げ支援事業のみ】
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

組合名
	

	代表者名
	役職：　　　　　　　　　代表者名：

	組合員事業者
	①　　　　　　　　　　　　　　　　　　（業種：　　　　　　）
②　　　　　　　　　　　　　　　　　　（業種：　　　　　　）
③　　　　　　　　　　　　　　　　　　（業種：　　　　　　）
④　　　　　　　　　　　　　　　　　　（業種：　　　　　　）
⑤　　　　　　　　　　　　　　　　　　（業種：　　　　　　）
⑥　　　　　　　　　　　　　　　　　　（業種：　　　　　　）

	事業協同組合設立時期
	令和　　年　　月

	事業認定申請時期
	令和　　年　　月

	事業開始時期
	令和　　年　　月

	活動区域（地区）
	

	派遣職員数
	　　　　　人

	事務局職員数
	事務局長　　　人（常勤・非常勤）　、事務職員　　　人（常勤・非常勤）

	事務所所在地
	〒　　　　　　　兵庫県


	組合事業内容

	①目的、事業のねらい
②派遣職員の業務組み合わせ

③その他

	組合への市町支援
（助成額）
	設立支援(　年度）　　　　　　円
運営支援(　年度）　　　　　　円（うち総務省交付金　　　　円）

	その他

	（特記事項やPRしたいことがあればご自由に記載願います）


※上記について、未定の場合は予定（見込）を記入すること。
８　収支予算計画
（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科目（内容）
	予算額
	備考

	県補助金
	円
	

	市町負担
	
	

	組合負担
	
	

	
	
	

	計
	円
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	具体的な支出項目
	予算額
	備考

	
	円
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	円
	


※「収入の部」の計と「支出の部」の計は、一致する。
（３）　添付資料（取組の詳細が分かる参考資料があれば添付）
　・
　・
　・
（別紙様式２）
マルチワーク組合支援事業　実績報告書
１　事業種別
　　（構想検討支援　・　設立支援　・　独自事業立ち上げ支援）
２　事業期間
　開始　　令和　　年　　月　　日

　終了　　令和　　年　　月　　日
３　事業概要

４　事業の取組成果（副次的効果含む）
５　取組成果に対する自己評価及び今後の取組
６　事業内容及び経費配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）
	取組項目
	経費区分
	総事業費
(A)
	補助
対象経費
(B)
	負担区分
	積算
基礎

	
	
	
	
	県
(C)
	市町
(D)
	組合
(E)
	その他
(F)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	別記

	
	
	
	
	
	
	
	
	別記

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　県負担額（C）：千円未満の端数がある場合は、切り捨てること。
※２　経費積算書を添付すること
（別記）
経費内訳書
	取組項目
	実施内容（日程・場所・内容等）
	経費内訳

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（別添）
領収書一覧表
	経費区分
	領収書内容
	金額(円)
	領収書日付
	備考
	番号

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


注： 領収書（写）は、別紙様式３「経費内訳書」の「取組項目」ごとの支出年月日順に分類整理のうえ番号を記入し、別紙に貼付すること（番号は取組項目ごとに振り直さず、通し番号で記入）

